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連結注記表：

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　　　　　　　　　　　　　　４社

連結子会社の名称　　　　　　　　　　　　　株式会社海昇

四急運輸株式会社

日振島アクアマリン有限責任事業組合

株式会社西日本養鰻

②　非連結子会社の名称等　　　　　　　　　　　該当ありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した関連会社の名称等　　　　　該当ありません。

②　持分法を適用していない関連会社の名称等　　該当ありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

・その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）によって評価しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によって評価しております。

ロ　たな卸資産

商品及び製品、原材料及び貯蔵品については、移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、仕掛品については、

個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）によって評価しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産及び投資不動産

定率法［ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法］を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

工具器具備品 ２～15年

投資不動産 ２～47年

ロ　無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法、その他については定額法を採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担

すべき額を計上しております。

ハ　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を

計上しております。

④　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあ

たり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に全

額償却することとしております。

ロ　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,702,512千円

(3) 投資不動産の減価償却累計額 422,135千円

(4) 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしてお

ります。なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休業日であったため、以下の満期手形

が連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 306,771千円

(5) 国庫補助金等による固定資産圧縮記帳額は163,150千円であり、連結貸借対照表計上額は以

下の圧縮記帳額を控除しております。

建物及び構築物 7,795千円

機械装置及び運搬具 155,354千円

－ 2 －

連結注記表



３．連結損益計算書に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場 所 用 途 種 類 減 損 損 失

愛 媛 県 宇 和 島 市 遊 休 資 産 土 地 4,176千円

当社グループは事業用資産、共用資産、賃貸資産、遊休資産に区分をしたうえで、事業用

資産については、管理会計上の区分をもとにグルーピングを行い、賃貸資産及び遊休資産に

ついては、物件毎にグルーピングを行っております。

当該資産は時価が著しく下落したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士による鑑定評価額

により評価しております。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 11,556,084株 20,050株 － 11,576,134株

(注)発行済株式の増加は、譲渡制限付株式の発行20,050株によるものであります。

(3) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 33,728株 664株 － 34,392株

(注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取り430株、譲渡制限付株式の無償取得234株による

ものであります。

(4) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

平成29年６月23日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・配当金の総額 138,268千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 12円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月26日

(5) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成30年６月22日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 138,500千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 12円

・基準日 平成30年３月31日

・効力発生日 平成30年６月25日
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、余資運用については安全性及び流動性を重視した運用とする方針で

取組み、銀行預金を中心とした運用としており、有価証券での運用は運用限度額を定め

ています。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リ

スクに関しては売上債権管理マニュアルに基づき取引先ごとの与信限度額を設定し期日

管理及び残高管理を行うとともに、滞留債権管理を行っております。

投資有価証券は主に余資運用としての債券と業務上の関係を有する企業の株式であり

市場価格の変動リスクに晒されていますが、取引所の価格があるものは四半期ごとに時

価を把握しております。また、取引先への貸付金については、顧客の信用リスクに晒さ

れており、取引先貸付金取扱要領に基づきリスク管理を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　平成30年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものは、次表には含まれていません（(注)２参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

(1) 現金及び預金 15,423,985 15,423,985 －

(2) 受取手形及び売掛金 6,652,181

　　　貸倒引当金(＊１) △735,393

5,916,788 5,916,788 －

(3) 短期貸付金 636,981

　　　貸倒引当金(＊１) △432,894

204,087 204,087 －

(4) 投資有価証券

　　　満期保有目的の債券 100,000 100,110 110

　　　その他有価証券 3,692,828 3,692,828 －

(5) 長期貸付金 554,501

　　　貸倒引当金(＊１） △554,501

－ － －

(6) 支払手形及び買掛金（＊２） (2,782,081) (2,782,081) (－)

(7) 短期借入金(＊２) (1,865,625) (1,865,625) (－)

(8) 未払法人税等(＊２) (425,052) (425,052) (－)

(9) 長期借入金(＊２) (2,161,875) (2,161,875) (－)

  (＊１) 受取手形及び売掛金、短期貸付金及び長期貸付金に計上している貸倒引当金を控除して

おります。

  (＊２) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金、(3) 短期貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。ただし一部のものについては、担保による回収見込額等に

基づいて貸倒見積額を算定していることから、連結決算日における連結貸借対照表価

額から貸倒見積額を控除した金額を時価としております。

(4) 投資有価証券

　投資有価証券の時価については取引所の価格によっております。

(5) 長期貸付金

　当社では、長期貸付金の時価の算定は、担保による回収見込額等に基づいて貸倒見

積額を算定していることから、連結決算日における連結貸借対照表価額から貸倒見積

額を控除した金額を時価としております。

(6) 支払手形及び買掛金、(7) 短期借入金、(8) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(9) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額130,930千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、「(4)投資有価証券  その他有価証券」に含めておりません。

６．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、愛媛県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）等を所有

しております。平成30年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は10,149千円

（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）、減損損失は4,176千円

（特別損失に計上）であります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時　　　　　　　価

435,543 414,700

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定

した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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７. 資産除去債務に関する注記

　子会社である株式会社西日本養鰻は、曽於事業所養鰻場用地について鹿児島県曽於市との

間で土地賃借契約を締結しており、賃借期間の終了時に原状回復する義務を有しているため、

契約の義務に関して資産除去債務を計上しております。

　資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は主要な資産の耐用年数である31年とし、

割引率は1.40％を採用しております。

 　　 期首残高　　　　　　　　　　　　　　 27,177千円

 　　 有形固定資産の取得に伴う増加額　　　　　 －千円

 　　 時の経過による調整額　　　　　　　　　　380千円

 　　 期末残高　　　　　　　　　　　　　　 27,558千円

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,165円66銭

(2) １株当たり当期純利益 108円29銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表：

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式

　移動平均法による原価法によって評価しております。

②　その他有価証券

　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によって評価しております。

　　時価のないもの

移動平均法による原価法によって評価しております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、貯蔵品については、移動平均法による原価法（貸借対照表価額について

は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、仕掛品については、個別法による原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって評価し

ております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産及び投資不動産

定率法［ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法］を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～50年

構築物 10～42年

機械装置 ２～15年

船舶 ２～12年

車両運搬具 ２～７年

工具器具備品 ２～15年

投資不動産 ２～47年

②　無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法、その他については定額法を採用しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき

額を計上しております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に全額償却することと

しております。
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④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上し

ております。

(5) 消費税等の会計処理

　　　　税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　3,071,722千円

(3) 投資不動産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　422,135千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,943,075千円

　　長期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　687,000千円

　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　219,366千円

(5) 関係会社に対する債務保証

　　借地の原状回復義務履行の保証　　　　　　　　　　　　 40,532千円

　　工事代金の債務保証　　　　　　　　　　　　　　　　　414,720千円

(6) 事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当事業年度の末日は金融機関の休業日であったため、以下の満期手形が事業年

度末残高に含まれております。

　　受取手形　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200,614千円

(7) 国庫補助金等による固定資産圧縮記帳額は163,150千円であり、貸借対照表計上額は以下の

圧縮記帳額を控除しております。

　　建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,795千円

　　機械装置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　155,354千円
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３．損益計算書に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 関係会社との取引高

　売上高 3,929,963千円

　売上原価 2,577,373千円

　販売費及び一般管理費 304,916千円

　営業取引以外の取引高 153,797千円

(3) 減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場 所 用 途 種 類 減 損 損 失

愛 媛 県 宇 和 島 市 遊 休 資 産 土 地 4,176千円

当社は事業用資産、共用資産、賃貸資産、遊休資産に区分をしたうえで、事業用資産につ

いては、管理会計上の区分をもとにグルーピングを行い、賃貸資産及び遊休資産については、

物件毎にグルーピングを行っております。

当該資産は時価が著しく下落したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士による鑑定評価額

により評価しております。

４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 33,728株 664株 － 34,392株

(注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取り430株、譲渡制限付株式の無償取得234株による

ものであります。
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５．税効果会計に関する注記

(1) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

(2) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

 　　 貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　 554,172千円

 　　 賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　  　 5,943千円

 　　 退職給付引当金　　　　　　　　　　　 　　 68,911千円

 　　 役員退職慰労引当金　　　　　　　　　　 　 43,284千円

 　　 減損損失　　　　　　　　　　　　　　 　　245,648千円

　　　その他　   　　　　　　　 　　　　　 　　 44,689千円

　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　 　　962,650千円

　　　評価性引当額　　　 　　 　　　　 　　　△805,242千円

　　繰延税金資産計　　       　　　　　　　　　157,407千円

    繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差額金　　　 　　　　△156,077千円

　　繰延税金負債計　　　　　　　　　 　　　　△156,077千円

　　繰延税金資産の純額　　       　　　　　　 　 1,330千円
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６．関連当事者との取引に関する注記

種 類
会 社 等
の 名 称

資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )役員の

兼任等
事業上
の関係

子 会 社
株 式 会 社
海 昇

50,000
鮮魚及び餌
料・飼料の
販 売 事 業

直接　99.94
役員兼
任３名

鮮魚・餌
料 飼 料
の 売 買

商 品 の
販 売 等

3,620,678 売 掛 金 779,250

商 品 の
仕 入 等

2,441,796 買 掛 金 201,411

役 務 の
提 供

148,924 未 払 費 用 1,765

施 設 等 の
使 用 料 他

28,990 そ の 他 19,361

子 会 社
四 急 運 輸
株 式 会 社

30,000
一 般 貨 物
運 送 事 業

直接　100
役員兼
任１名

商 品 の
運 送

運 賃 の
支 払 い

56,050 未 払 費 用 10,803

施 設 等 の
使 用 料 他

5,389
短 期
貸 付 金

5,000

業務委託料
の 支 払 い

115,807
長 期
貸 付 金

10,000

資 金 の
回 収

5,000 そ の 他 1,320

子 会 社

日振島アク
アマリン有
限責任事業
組 合

10,000
マ グ ロ
養 殖 事 業

直接　99.7
（注）２

なし
鮮魚・餌
料 飼 料
の 売 買

商 品 の
販 売 等

309,284 売 掛 金 89,014

商 品 の
仕 入 等

119,710 買 掛 金 5,387

施 設 等 の
使 用 料 他

85,031
短 期
貸 付 金

925,000

資 金 の
貸 付

250,000 そ の 他 22,872

子 会 社
株 式 会 社
西日本養鰻

50,000
う な ぎ
養 殖 事 業

直接　100 役員兼
任３名

資 金 の
貸付、業
務 受 託

業 務 受 託
料 他

25,707
短 期
貸 付 金

100,000

資 金 の
回 収

100,000
長 期
貸 付 金

677,000

貸 付 金 の
利 息

8,679 そ の 他 1,255

－ －

借 地 の
原 状 回 復
義 務 履 行
保 証

40,532

－ －
工 事 代 金
の債務保証

414,720

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。

　　　２．議決権等の所有（被所有）割合の欄には、当該有限責任事業組合に対する出資割合を

記載しております。

　　　３．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 株式会社海昇及び日振島アクアマリン有限責任事業組合との商品の販売・仕入等の

取引は、市場価格を参考にし、個別に価格交渉の上、相対取引により決定しており

ます。

(2) 四急運輸株式会社における運賃は、運送に要する人件費、運行費、燃料費、車両修

繕費等の諸経費（原価）を勘案し、価格交渉の上決定しております。

(3) 四急運輸株式会社における業務委託料は、当社に出向している活魚車ドライバーの

人件費及び出向管理費等であり、当該経費の実費を勘案し、交渉の上決定しており

ます。

(4) 株式会社西日本養鰻における業務受託料は、当社より出向している社員の人件費で

あります。

(5) 日振島アクアマリン有限責任事業組合への施設の賃貸料は、当該設備の減価償却費

相当額としております。
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(6) 四急運輸株式会社、日振島アクアマリン有限責任事業組合及び株式会社西日本養鰻

への資金の貸付における利率は年0.5～１％としております。

(7) 株式会社西日本養鰻に対する債務保証は、養鰻設備の借地の原状回復義務履行の保

証及び同社の養鰻設備の工事代金の支払保証を行っております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,011円85銭

(2) １株当たり当期純利益 67円89銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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